
�愛媛県告示第７９１号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成２７年６月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

今治市
常磐町５丁目等
６単位区域

平成２５年度から
平成２６年度まで

常磐町５丁目等６
単位区域の地籍図
及び地籍簿

２ 認証年月日

平成２７年６月１６日
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�愛媛県告示第７９２号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２７年６月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２７年６月１６日から２９日まで

�愛媛県告示第７９３号
液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和

４２年法律第１４９号）第３５条の１０第１項の規定により、次のとおり認

定液化石油ガス販売事業者の認定を取り消した。

平成２７年６月１６日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

氏名又は名称 代表者の氏名 住 所 取 消
年 月 日

国安石油株式会
社 青 野 春 一 西条市桑村４１番地７ 平成２７年

６月５日

�������
�愛媛県告示第７９４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市庄内土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があっ

た。

平成２７年６月１６日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 渡 部 久 男 西条市河之内甲１０１番地

�������
�愛媛県告示第７９５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市朔日市新田土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退
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任した旨の届出があった。

平成２７年６月１６日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 田 要 雄 西条市玉津６６６番地３

〃 秋 山 賢 治 西条市朔日市６３１番地３

〃 森 壽 西条市玉津８１番地

〃 渡 辺 道 善 西条市朔日市２２０番地

〃 松 本 節 雄 西条市朔日市３７１番地４

〃 � 橋 滝 雄 西条市朔日市６２８番地

〃 三 好 和 彦 西条市朔日市７３５番地１

〃 � 橋 晴 雄 西条市神拝乙５番地５

監 事 � 橋 彦 雄 西条市神拝乙１０２番地２

〃 近 藤 清 政 西条市玉津６７７番地

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 田 要 雄 西条市玉津６６６番地３

〃 森 壽 西条市玉津８１番地

〃 加 藤 公 雄 西条市朔日市８９番地

〃 安 部 正 則 西条市朔日市１３９番地

〃 � 橋 滝 雄 西条市朔日市６２８番地

〃 秋 山 賢 治 西条市朔日市６３１番地３

〃 真 木 繁 隆 西条市明屋敷５２番地

〃 桑 原 幸 治 西条市朔日市２２８番地

監 事 � 橋 彦 雄 西条市神拝乙１０２番地２

〃 近 藤 清 政 西条市玉津６７７番地

�������
�愛媛県告示第７９６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

西条市国安土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２７年６月１６日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

�������
�愛媛県告示第７９７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

西条市小松町第五土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良

事業（ほ場整備・徳重地区）の施行を平成２７年６月８日認可した。

平成２７年６月１６日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

�������
�愛媛県告示第７９８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

四国中央市三島土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事

業（かんがい排水・西浜地区）の施行を平成２７年６月８日認可した。

平成２７年６月１６日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

�������
�愛媛県告示第７９９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市堀江町土地改良区から次のとおり役員が住所を変更した旨の

届出があった。

平成２７年６月１６日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

役員の
種 類 氏 名

住 所

変 更 前 変 更 後

理 事 新 出 務 松山市堀江町甲１６６０番
地

松山市堀江町甲２０７２番
地１

�������
�愛媛県告示第８００号
松山市伊台土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持

管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６

項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２７年６月１６日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 松山市伊台土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画書

の写し

� 松山市伊台土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２７年６月１７日から７月１４日まで

３ 縦覧場所

松山市役所本庁

�愛媛県告示第８０１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２７年６月１６日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２７中局建（開）第９号

平成２７年６月４日
伊予市森字藏地甲３０２番１

伊予市森甲２２６番地３

田 井 孝 司

田 井 恵 里

��������������

愛 媛 県 報平成２７年６月１６日 第２６８１号

６３６



�愛媛県告示第８０２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

宇和海地区土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２７年６月１６日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 磯 � 弘 宇和島市下波５４４２番地

〃 浅 井 信 昭 宇和島市下波４４８５番地

〃 志 波 泰 映 宇和島市下波３７８１番地

〃 石 川 秀 樹 宇和島市下波３７３４番地

〃 中 村 八十幸 宇和島市下波２６０８番地

〃 � 田 義比古 宇和島市下波２２９８番地

〃 石 � 大 樹 宇和島市下波１３５１番地２

〃 福 本 義 和 宇和島市下波９１４番地

〃 石 城 孝 弘 宇和島市遊子５３９４番地

〃 中 山 真 也 宇和島市遊子４４９５番地１

〃 入 江 駒 男 宇和島市遊子４３８６番地

〃 中 平 政 志 宇和島市遊子３９１１番地

〃 山 下 重次郎 宇和島市遊子３３３７番地

〃 � 島 久 光 宇和島市遊子２２３４番地

〃 山 下 良 征 宇和島市遊子１３６０番地

監 事 壽 � 平 亀 宇和島市下波１２２６番地

〃 米 澤 利 徳 宇和島市遊子２８５５番地

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 磯 � 弘 宇和島市下波５４４２番地

〃 浅 井 悟 宇和島市下波４７８９番地

〃 志 波 泰 映 宇和島市下波３７８１番地

〃 酒 井 年 治 宇和島市下波３１４０番地２

〃 山 口 栄一郎 宇和島市下波２５１２番地

〃 石 � 大 樹 宇和島市下波１３５１番地２

〃 壽 � 平 亀 宇和島市下波１２２６番地

〃 福 本 義 和 宇和島市下波９１４番地

〃 本 山 智 宇和島市遊子５３１４番地

〃 壽 崎 大 蔵 宇和島市遊子４６４７番地

〃 木 原 清 司 宇和島市遊子４２７２番地

〃 徳 島 勝 久 宇和島市遊子３７９８番地

〃 岩 見 金 嗣 宇和島市遊子３６０３番地

〃 矢 野 勝 盛 宇和島市遊子２９３６番地１

〃 山 下 良 征 宇和島市遊子１３６０番地

監 事 宮 住 將 壽 宇和島市下波２６１４番地

〃 宇都宮 岩 雄 宇和島市遊子２１３６番地

�愛媛県告示第８０３号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成２７年６月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８０４号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成２７年６月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

呼 吸 器 機 能 障 害 外 科 社会福祉法人恩賜財
団済生会今治病院 松 田 英 祐 今治市喜田村７丁目１番６号 平成２７年

６月１日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器・肝臓機能障害 内 科 西予市立西予市民病

院 兵 頭 和 樹 西予市宇和町永長１４７番地１ 平成２７年
６月１日

小 腸 ・ 肝 臓 機 能 障 害 外 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 中 村 太 郎 東温市志津川 平成２７年

６月１日

ぼうこう又は直腸・小腸機能障
害 消化器外科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 松 野 裕 介 東温市志津川 平成２７年
６月１日

視 覚 障 害 眼 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 平 松 友佳子 東温市志津川 平成２７年

６月１日

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 西予市立西予市民病
院 乃 万 有 希 西予市宇和町永長１４７番地１ 平成２７年

５月１４日
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�公 告

公文書の公開の実施状況

平成２６年度の公開請求等に対する公文書の公開の実施状況の概要

を次のとおり公表する。

平成２７年６月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 公文書の公開の請求等及び処理の状況
（単位：件）

区 分
請求等の
件 数

処 理 の 状 況
取 下 げ

公 開 部分公開 非 公 開

公開請求 １，２４６ ７３５ ３１４ １５９ ３６

公開申請 ８ ３ ５ ０ ０

合 計 １，２５４ ７３８ ３１９ １５９ ３６

注１ 公開請求とは、愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号。以下
「条例」という。）に基づく公開請求をいう。
２ 公開申請とは、条例附則第３項ただし書の規定によりなおその効力を有
するものとされている愛媛県情報公開要綱（平成５年１０月愛媛県・愛媛県
公営企業管理局・愛媛県教育委員会・愛媛県選挙管理委員会・愛媛県人事
委員会・愛媛県監査委員・愛媛県地方労働委員会・愛媛県収用委員会・愛
媛海区漁業調整委員会・愛媛県内水面漁場管理委員会告示第１２５５号。以下
「要綱」という。）に基づく公開申請（要綱第２条第１項に規定する実施
機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び写真であって、
同条第２項に規定する決裁等が終了したもののうち、公立大学法人愛媛県
立医療技術大学に引き継がれたものに係る公開申請を含む。）をいう。

２ 公文書の公開の請求等の実施機関別内訳

（単位：件）

実 施 機 関 公開請求件数 公開申請件数

総 務 部 ３３ ０

企 画 振 興 部 ７ ０

知 県 民 環 境 部 ５９ １

保 健 福 祉 部 ２０７ １

経 済 労 働 部 ２８ ０

農 林 水 産 部 ９６ ５

土 木 部 ５４５ １

事 えひめ国体推進局 １ ０

出 納 局 ０ ０

小 計 ９７６ ８

議 会 ３

公 営 企 業 管 理 者 １１ ０

教 育 委 員 会 ６２ ０

選 挙 管 理 委 員 会 １４ ０

人 事 委 員 会 １ ０

監 査 委 員 ０ ０

公 安 委 員 会 ０

警 察 本 部 長 １７９

労 働 委 員 会 ０ ０

収 用 委 員 会 ０ ０

海区漁業調整委員会 ０ ０

内水面漁場管理委員会 ０ ０

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ０ ０

愛媛県住宅供給公社 ０

愛媛県土地開発公社 ０

合 計 １，２４６ ８

３ 公文書の公開の請求等の主な内容

（単位：件）

請 求 等 の 主 な 内 容 公開請求件数 公開申請件数

工事設計書 ４０９ ０

名簿関係 １７４ ０

懲戒処分等の職員の処分関係 １６３ ０

建築工事再資源化等届出書 １０９ ０

公益法人等の決算書類 ９０ ０

４ 公文書公開請求者等別の内訳

（単位：件）

公 開 請 求 者 等 の 区 分 公開請求件数 公開申請件数

県内に住所を有する者又は事務所若しくは事業所を
有する個人及び法人その他団体

８１０ ６

その他のもの ４３６ ２

５ 不服申立て等の状況

� 不服申立て

（単位：件）
不服申立て件数 処 理 の 状 況

２５年度
からの
繰 越
件 数

２６年度
不 服
申立て
件 数

裁 決 又 は 決 定

審理中 取下げ却 下 棄 却 一 部
認 容

認 容

０ ２ ０ １ ０ ０ １ ０

注 不服申立てとは、公文書の公開請求に対する決定について、行政不服
審査法（昭和３７年法律第１６０号）に基づく不服申立てをいう。

� 不服申出

実績なし

�������
�公 告

個人情報の開示等の実施状況

平成２６年度の開示請求等に対する個人情報の開示等の実施状況の

概要を次のとおり公表する。

平成２７年６月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 個人情報取扱事務の登録件数

（単位：件）

実 施 機 関 年度末件数

総 務 部 ７４

企 画 振 興 部 ７２

知 県 民 環 境 部 １８３

保 健 福 祉 部 ４９１

経 済 労 働 部 ９５

農 林 水 産 部 １９７

土 木 部 １３５

事 えひめ国体推進局 ０

出 納 局 １０

小 計 １，２４７

議 会 １３

公 営 企 業 管 理 者 １７

教 育 委 員 会 １４９

選 挙 管 理 委 員 会 ２０

人 事 委 員 会 ４

監 査 委 員 ５

公 安 委 員 会 ６

警 察 本 部 長 １６６

労 働 委 員 会 ４

収 用 委 員 会 １１

海区漁業調整委員会 ２

内水面漁場管理委員会 １

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ２３

合 計 １，６６８

２ 個人情報の開示請求の状況

公 告
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� 書面による開示請求

（単位：件）

実施機関
請 求 の
件 数

処 理 の 状 況
取 下 げ

開 示 部分開示 非 開 示

知 事 １１５ ２９ ６ ８０ １

公営企業管
理者 ７９ ４７ ２６ ６ ０

教育委員会 １７ １７ ０ ０ ０

警察本部長 ６１ ４ ４４ １３ ０

合 計 ２７２ ９７ ７６ ９９ ０

注 他の実施機関については、実績なし。

� 口頭による開示請求

（単位：件）

実 施 機 関 請求の件数

総 務 部 ２７

知 県 民 環 境 部 １０

保 健 福 祉 部 ３７

事 農 林 水 産 部 ０

小 計 ７４

教 育 委 員 会 ７，６６３

人 事 委 員 会 ２６１

警 察 本 部 長 ２１

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ８６

合 計 ８，１０５

注１「口頭による開示請求」とは、実施機関があらかじめ定めた個人情報
について、口頭により開示請求できるものであり、請求があった場合
は、原則開示するものである。
２ 他の実施機関については、実績なし。

３ 個人情報の訂正請求の状況

実績なし

４ 個人情報の利用停止請求の状況

実績なし

５ 不服申立ての状況

（単位：件）

不服申立て件数 処 理 の 状 況

区 分

平 成
２５年度
からの
繰 越
件 数

平 成
２６年度
不 服
申立て
件 数

裁 決 又 は 決 定

審理中 取下げ却 下 棄 却 一 部
認 容

認 容

開示決定等
に係るもの ４ １ １ ３ １

訂正決定等
に係るもの ０ ０

利用停止決
定等に係る
もの

０ ０

�������
�公 告

愛媛県労働委員会第４２期委員候補者の推薦について

第４１期愛媛県労働委員会委員の任期が平成２７年８月２８日で満了す

るので、労働組合法（昭和２４年法律第１７４号。以下「法」という。）

第１９条の１２第３項及び労働組合法施行令（昭和２４年政令第２３１号。

以下「政令」という。）第２１条第１項の規定により、愛媛県労働委

員会の労働者委員又は使用者委員の候補者を推薦する資格を有する

労働組合又は使用者団体は、それぞれの次期委員候補者を次により

推薦してください。

平成２７年６月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 推薦者の資格

� 労働者委員の候補者について推薦資格を有する労働組合は、

法第５条第１項の規定による法第２条及び第５条第２項の規定

に適合するとの立証を受けている労働組合であり、かつ、愛媛

県の区域内のみに組織を有するものです。

� 使用者委員の候補者について推薦資格を有する使用者団体は、

労働問題を取り扱うことを主な目的としているか、又は業務の

主要な部分としている使用者団体であり、かつ、愛媛県の区域

内のみに組織を有するものです。

２ 被推薦者の資格

法第１９条の４第１項に規定する者に該当する者は、委員となる

ことができません。

なお、公共企業体等の職員、国家公務員又は地方公務員が委員

に任命される場合は、その身分関係を規律する他の法律の規定に

より制約を受けます。

３ 推薦期間

平成２７年６月１７日（水）から７月２日（木）まで

４ 推薦方法

推薦書（別記様式）を平成２７年７月２日（木）までに愛媛県経

済労働部産業雇用局労政雇用課へ到着するよう提出してください。

なお、推薦書には、次の書類を添付してください。

� 労働組合については、政令第２１条第３項の規定による愛媛県

労働委員会の証明書

� 次の事項を記載した委員候補者の履歴書

ア 氏 名

イ 生年月日

ウ 本 籍

エ 現 住 所

オ 学 歴

カ 経 歴

愛 媛 県 報平成２７年６月１６日 第２６８１号
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別記様式（４関係）

推 薦 書

年 月 日

愛媛県知事 様

所在地

労働組合又は使用者団体の名称

代表者氏名 印

労働組合法施行令（昭和２４年政令第２３１号）第２１条第１項

労働者委員

の規定により、愛媛県労働委員会 の候補者として次

使用者委員

の者を推薦します。

氏 名 年齢

所 属 労 働 組 合

又 は 所 属 会 社

及 び そ の 地 位

労働組合法（昭和２４年

法律第１７４号）第１９条の

４第１項該当の有無

注 不要の文字は、抹消すること

平成２７年６月１６日 発行
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